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(57)【要約】
【課題】より施工性を高くすることができる光源ユニッ
ト及び照明器具を提供する。
【解決手段】光源ユニット１０は、光源部１と、無線通
信部２と、電源部３と、金属材料により構成され光源部
１と無線通信部２と電源部３とが取り付けられる取付部
材４と、取付部材４に取り付けられ光源部１を覆うカバ
ー部材５と、を備えている。取付部材４は、矩形板状の
取付部４ａと、取付部４ａの端部において取付部４ａの
厚み方向に交差するように突出し互いに対向して配置さ
れる一対の側壁部４ｂと、を有している。取付部材４は
、光源部１が取付部４ａの第１面４ａａに配置され、第
１面４ａａとは反対の第２面４ａｂに無線通信部２及び
電源部３が配置される。取付部材４は、一対の側壁部４
ｂの少なくとも一方に、電波を通す開口部４ｂａを有し
ている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源部と、電波を媒体として無線通信を行う無線通信部と、前記光源部及び前記無線通
信部に電力を供給する電源部と、金属材料により構成され前記光源部と前記無線通信部と
前記電源部とが取り付けられる取付部材と、前記光源部を覆うように前記取付部材に取り
付けられる透光性のカバー部材と、を備え、
　前記取付部材は、矩形板状の取付部と、該取付部の端部において前記取付部の厚み方向
に突出し互いに対向して配置される一対の側壁部と、を有し、
　前記光源部が前記取付部の第１面に配置され、前記第１面とは反対の第２面に前記無線
通信部及び前記電源部が配置されており、
　前記取付部材は、さらに、前記一対の側壁部の少なくとも一方に前記電波を通す開口部
を有していることを特徴とする光源ユニット。
【請求項２】
　前記カバー部材は、合成樹脂の成形体で構成されており、かつ前記開口部を覆うように
構成されていることを特徴とする請求項１に記載の光源ユニット。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の光源ユニットと、該光源ユニットを保持する器具本体
と、を備え、
　前記器具本体は、金属材料により形成され、前記無線通信部と前記電源部とを収納する
凹部を有しており、
　前記取付部材は、前記開口部を有する前記側壁部が、前記凹部の内部に配置されている
ことを特徴とする照明器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光源ユニット及びそれを備えた照明器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、省エネルギ化やユーザの利便性の向上を図るために、無線通信で照明器具の遠隔
操作が行われる場合がある。
【０００３】
　この種の照明器具としては、無線部のアンテナが、照明器具内に備えられ照明器具外部
と連通される貫通孔に対応して設けられる構造が知られている（たとえば、特許文献１）
。
【０００４】
　また、光源ユニットとしては、発光素子が実装された基板と、基板が取り付けられる取
付部材と、基板を覆うようにして取付部材に取り付けられるカバーと、を備えた構造が知
られている（たとえば、特許文献２）。特許文献２の光源ユニットは、器具本体に取り付
けられる。光源ユニットと器具本体とは、照明器具を構成している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－３３６５２号公報
【特許文献２】特開２０１５－１７６７４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、光源ユニット及び照明器具では、より施工性の高い構造が求められており、
上述の特許文献１の構成を特許文献２の構成に利用しただけでは十分でなく、更なる改良
が求められている。
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【０００７】
　本発明の目的は、より施工性の高い光源ユニット及び照明器具を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の光源ユニットは、光源部と、無線通信部と、電源部と、取付部材と、カバー部
材と、を備えている。上記無線通信部は、電波を媒体として無線通信を行うことができる
ように構成されている。上記電源部は、上記光源部及び上記無線通信部に電力を供給する
ことができるように構成されている。上記取付部材は、金属材料により構成されている。
上記取付部材は、上記光源部と、上記無線通信部と、上記電源部と、が取り付けられる。
上記カバー部材は、上記光源部を覆うように、上記取付部材に取り付けられる。上記カバ
ー部材は、透光性を有している。上記取付部材は、取付部と、一対の側壁部と、を有して
いる。上記取付部は、矩形板状の外形形状をしている。上記一対の側壁部は、上記取付部
の端部において、上記取付部の厚み方向に突出している。上記一対の側壁部は、互いに対
向して配置されている。上記取付部材は、上記光源部が上記取付部の第１面に配置される
。上記取付部材は、上記第１面とは反対の第２面に上記無線通信部及び上記電源部が配置
される。上記取付部材は、さらに、上記一対の側壁部の少なくとも一方に、上記電波を通
す開口部を有していることを特徴とする。
【０００９】
　本発明の照明器具は、上述の上記光源ユニットと、器具本体と、を備えている。上記器
具本体は、上記光源ユニットを保持する。上記器具本体は、金属材料により形成されてい
る。上記器具本体は、凹部を有している。上記凹部は、上記無線通信部と、上記電源部と
、を収納する。上記取付部材は、上記開口部を有する側壁部が、上記凹部の内部に配置さ
れていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の光源ユニットは、より施工性を高くすることができる。
【００１１】
　本発明の照明器具は、より施工性の高い光源ユニットを備えた構成とすることができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る照明器具を示す一部破断した断面図である。
【図２】図２は、本発明の一実施形態の光源ユニットを示す一部破断した斜視図である。
【図３】図３は、同上の光源ユニットを示す一部破断した正面図である。
【図４】図４は、本発明の一実施形態に係る照明器具を示す正面側の分解斜視図である。
【図５】図５は、同上の照明器具を示す正面側の斜視図である。
【図６】図６は、本発明の一実施形態の光源ユニットを示す回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下では、本実施形態の光源ユニット１０について、図１ないし図４、図６を参照して
説明する。図１、図４及び図５では、本実施形態に係る照明器具３０を説明する。図中に
おいては、同じ部材に対し、同じ符号を付して重複する説明を省略する。各図面が示す部
材の大きさや位置関係は、説明を明確にするために誇張していることがある。以下の説明
において、本実施形態を構成する各要素は、複数の要素を一の部材で構成して一の部材で
複数の要素を兼用する態様としてもよいし、一の部材の機能を複数の部材で分担して実現
してもよい。
【００１４】
　本実施形態の光源ユニット１０は、図１ないし図４に示すように、光源部１と、無線通
信部２と、電源部３と、取付部材４と、カバー部材５と、を備えている。無線通信部２は
、電波を媒体として無線通信を行うことができるように構成されている。電源部３は、光
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源部１及び無線通信部２に電力を供給することができるように構成されている。取付部材
４は、金属材料により構成されている。取付部材４は、光源部１と、無線通信部２と、電
源部３と、が取り付けられる。カバー部材５は、光源部１を覆うように、取付部材４に取
り付けられる。カバー部材５は、透光性を有している。取付部材４は、取付部４ａと、一
対の側壁部４ｂと、を有している。取付部４ａは、矩形板状の外形形状をしている。一対
の側壁部４ｂは、取付部４ａの端部において、取付部４ａの厚み方向に突出している。一
対の側壁部４ｂは、互いに対向して配置されている。取付部材４は、光源部１が取付部４
ａの第１面４ａａに配置される。取付部材４は、第１面４ａａとは反対の第２面４ａｂに
無線通信部２及び電源部３が配置される。取付部材４は、さらに、一対の側壁部４ｂの少
なくとも一方に、電波を通す開口部４ｂａを有している。
【００１５】
　本実施形態の光源ユニット１０は、取付部材４が、一対の側壁部４ｂの少なくとも一方
に、電波を通す開口部４ｂａを有しているので、より施工性を高くすることができる。
【００１６】
　以下では、本実施形態の光源ユニット１０の各構成について、より詳細に説明する。
【００１７】
　光源部１は、発光素子１ａと、発光素子１ａが実装される実装基板１ｂと、を備えてい
る。発光素子１ａは、ＬＥＤ(Light Emitting Diode)である。発光素子１ａは、はんだに
より、実装基板１ｂに設けられた導体と電気的に接続されている。
【００１８】
　実装基板１ｂは、図３及び図４に示すように、長尺、かつ平板状の外形形状をしている
。実装基板１ｂは、長手方向に沿って、複数の発光素子１ａが実装されている。実装基板
１ｂは、発光素子１ａと電気的に接続される導体を有している。導体は、複数の発光素子
１ａを電気的に直列接続している。複数の発光素子１ａは、実装基板１ｂの短手方向にお
ける中央部において、実装基板１ｂの長手方向に沿って直線状に配置されている。実装基
板１ｂは、たとえば、ガラスエポキシ樹脂基板である。実装基板１ｂは、ガラスエポキシ
樹脂基板だけに限られず、たとえば、セラミック基板、金属ベースプリント配線板などが
用いられてもよい。実装基板１ｂは、取付部材４における取付部４ａの第１面４ａａに取
り付けられている。光源部１は、ＬＥＤが用いられる構成だけに限られず、有機エレクト
ロルミネッセンス素子などが用いられる構成であってもよい。
【００１９】
　無線通信部２は、図３及び図６に示すように、アンテナ部２ａと、通信回路部２ｂと、
を備えている。無線通信部２は、アンテナ部２ａと通信回路部２ｂとに加え、アンテナ部
２ａと通信回路部２ｂとが形成される回路基板２ｃと、回路基板２ｃを収容する収容ケー
ス２ｄと、を備えている。無線通信部２は、さらに、回路カバー２ｆを備えている。
【００２０】
　無線通信部２は、たとえば、照明器具３０の外部に配置された通信装置に対して、電波
を媒体として無線通信できるように構成されている。無線通信部２は、通信装置からの無
線信号を受信する機能を備えている。無線通信部２は、無線信号を受信する機能に加えて
、通信装置へ無線信号を送信する機能を備えてもよい。
【００２１】
　アンテナ部２ａは、少なくとも電波の受信ができるように構成されている。アンテナ部
２ａは、電波の受信に加え、電波の送信ができるように構成されていてもよい。アンテナ
部２ａは、通信回路部２ｂと電気的に接続される。アンテナ部２ａは、回路基板２ｃにお
ける所定形状の配線２ｅを用いて形成されている。所定形状の配線２ｅとしては、たとえ
ば、図３に示すように、配線２ｅを折り曲げて形成させた迂回配線などが挙げられる。ア
ンテナ部２ａは、回路基板２ｃの厚み方向の一面だけに設けられていてもよいし、両面に
設けられていてもよい。アンテナ部２ａは、回路基板２ｃの配線２ｅで形成された構成だ
けに限られず、回路基板２ｃと別途に形成された構造でもよい。アンテナ部２ａは、回路
基板２ｃの配線２ｅで形成されている場合、回路基板２ｃと別途にアンテナ部２ａが形成
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された構造と比較して、アンテナ部２ａの部品コストを抑制し安価に構成することができ
る。
【００２２】
　回路基板２ｃは、平板状の外形形状をしている。回路基板２ｃは、たとえば、ガラスエ
ポキシ樹脂基板である。回路基板２ｃは、ガラスエポキシ樹脂基板だけに限られず、たと
えば、セラミック基板、金属ベースプリント配線板などが用いられてもよい。回路基板２
ｃは、正面視において、アンテナ部２ａが設けられる領域と、通信回路部２ｂが設けられ
る領域と、が分れるように形成されている。回路基板２ｃは、アンテナ部２ａで受信され
た通信信号を通信回路部２ｂに入力することができるように構成されている。回路基板２
ｃは、アンテナ部２ａで受信した通信信号に基づいて、通信回路部２ｂが生成した調光信
号などの制御信号を外部に出力できるように構成されている。
【００２３】
　回路カバー２ｆは、通信回路部２ｂが設けられた領域の回路基板２ｃを覆うことができ
るように構成されている。回路カバー２ｆは、有底角筒状の外形形状をしている。回路カ
バー２ｆは、金属材料で形成されている。回路カバー２ｆは、電波を遮蔽することができ
るように設けられている。回路カバー２ｆは、たとえば、ステンレス、銅やアルミニウム
などによって形成することができる。回路カバー２ｆは、金属平板の打ち抜き加工、折り
曲げ加工などにより形成することができる。
【００２４】
　収容ケース２ｄは、直方体状の外形形状をしている。収容ケース２ｄは、たとえば、一
面が開放された箱状のケース本体と、平板状の蓋体と、を備えた構成とすることができる
。収容ケース２ｄは、ケース本体の内部に回路基板２ｃや回路カバー２ｆを収容した上で
、ケース本体の開口を塞ぐように蓋体が被せられ、蓋体とケース本体とを固定させること
ができるように構成できる。収容ケース２ｄは、電波を透過する材料によって形成されて
いる。収容ケース２ｄの材料としては、たとえば、ポリカーボネート樹脂、エポキシ樹脂
、ポリエステル樹脂若しくはポリイミド樹脂などの合成樹脂を用いることができる。
【００２５】
　収容ケース２ｄは、図４に示すように、内部から外部に配線コード２ｇが引き出される
ように構成されている。配線コード２ｇは、収容ケース２ｄの内部で回路基板２ｃと電気
的に接続されている。配線コード２ｇは、収容ケース２ｄの外部に引き出された配線コー
ド２ｇの先端に、コネクタ２ｇａが設けられている。無線通信部２は、回路基板２ｃと電
気的に接続された配線コード２ｇを介して、電源部３と電気的に接続されている。光源ユ
ニット１０では、アンテナ部２ａ及び通信回路部２ｂが収容ケース２ｄに収容されている
ので、無線通信部２の取り扱いを容易に行うことができる。
【００２６】
　電源部３は、図４に示すように、取付部材４における光源部１と反対側に取り付けられ
る。電源部３は、無線通信部２とは別途に光源部１と電気的に接続されている。電源部３
は、光源部１と無線通信部２とに各別に電力を供給できるように構成されている。電源部
３は、配線コード２ｇを介して、無線通信部２へ給電することができるように構成されて
いる。電源部３は、無線通信部２からの制御信号に基づいて、光源部１の点灯を制御する
ことができるように構成されている。電源部３は、無線通信部２における配線コード２ｇ
のコネクタ２ｇａの取り付け及び取り外しが容易に行えるように、無線通信部２と所定の
間隔を隔てて、取付部材４に取り付けられている。無線通信部２と電源部３とは、たとえ
ば、１６０ｍｍの間隔を隔てて、取付部材４に取り付けられる。
【００２７】
　電源部３は、電源基板３ａと、電装部品３ｂと、ハウジング部３ｃと、を備えている。
電源基板３ａは、たとえば、ガラスエポキシ樹脂基板である。電源基板３ａは、ガラスエ
ポキシ樹脂基板だけに限られず、たとえば、セラミック基板、金属ベースプリント配線板
などが用いられてもよい。電源基板３ａには、複数種の電装部品３ｂが実装される。電装
部品３ｂは、電源部３を構成する各種の回路を構成する。電装部品３ｂとしては、たとえ
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ば、トランス、ダイオード、コンデンサ、スイッチング素子やマイクロコンピュータなど
が挙げられる。ハウジング部３ｃは、電源基板３ａを収容できるように構成されている。
ハウジング部３ｃは、一面に開口が形成された矩形箱状の外形形状をしている。ハウジン
グ部３ｃは、開口が取付部材４における取付部４ａで塞がれるように配置される。ハウジ
ング部３ｃは、たとえば、取付螺子などを用いて、取付部材４に取り付けられる。ハウジ
ング部３ｃは、金属製の板材の打ち抜き加工及び折り曲げ加工によって形成させることが
できる。
【００２８】
　取付部材４は、図２ないし図４に示すように、長尺の外形形状をしている。取付部材４
は、長手方向と直交する断面視において、図１に示すように、取付部４ａと一対の側壁部
４ｂとで、Ｃ字状に形成されている。取付部４ａは、正面視において、長尺の矩形状に形
成されている。側壁部４ｂは、取付部４ａの短手方向における両端から取付部４ａと直交
する方向に延びるように設けられている。側壁部４ｂの先端部には、外方に向かって突出
する突出部４ｅが設けられている。取付部材４は、長手方向に沿って、突出部４ｅが設け
られている。
【００２９】
　突出部４ｅは、側壁部４ｂの先端が巻かれて円筒状に形成されている。取付部４ａは、
長手方向に沿って、短手方向の中央部に凹所４ａｄが設けられている。凹所４ａｄは、底
部４ｃｂと、一対の側部４ｃｃと、を備えている。底部４ｃｂは、正面視において、長尺
の矩形状に形成されている。側部４ｃｃは、底部４ｃｂの長手方向に沿って、底部４ｃｂ
から立ち上がるように設けられている。一対の側部４ｃｃは、底部４ｃｂから離れるにつ
れ、互いの距離が広がるように形成されている。取付部材４は、底部４ｃｂの所定位置に
実装基板１ｂが配置できるように構成されている。側部４ｃｃの表面は、発光素子１ａか
らの光を反射する反射面を構成している。取付部材４は、図３に示すように、底部４ｃｂ
から突出する係止片４ｓを有している。係止片４ｓは、実装基板１ｂの厚み方向に貫通し
た孔部１ｂｃに挿入できるように構成されている。取付部材４は、係止片４ｓが折り曲げ
加工されることで、実装基板１ｂを係止片４ｓと底部４ｃｂとの間に、かしめ固定するこ
とができるように構成されている。
【００３０】
　側壁部４ｂは、図２、図３および図４に示すように、長手方向の端縁から離れた領域に
、厚み方向に開口する開口部４ｂａが設けられている。開口部４ｂａは、側壁部４ｂの長
手方向に沿って設けられている。開口部４ｂａは、側壁部４ｂの厚み方向から見た側面視
において、矩形状の外形形状をしている。開口部４ｂａは、側壁部４ｂにおける短手方向
の端縁を切り欠くように構成されている。開口部４ｂａは、側壁部４ｂにおける短手方向
の端縁を切り欠くように構成され、突出部４ｅの一部が除去されている。開口部４ｂａは
、側壁部４ｂにおける短手方向の端縁を切り欠く構成だけに限られず、側壁部４ｂの厚み
方向に貫通する貫通孔の構成に形成されてもよい。
【００３１】
　開口部４ｂａは、長手方向の長さが無線通信を行う電波の１／２波長以上の寸法である
ことが好ましい。開口部４ｂａは、たとえば、無線信号を行う電波の周波数帯が９２０Ｍ
Ｈｚ帯の電波である場合、電波の波長が約３３０ｍｍであるから、開口長さを１７０ｍｍ
とすることができる。開口部４ｂａの開口幅は、側壁部４ｂの機械的強度が低下しない程
度に適宜に設定されている。
【００３２】
　取付部材４は、たとえば、鋼板を用いて形成されている。開口部４ｂａは、たとえば、
取付部材４を構成する鋼板の打ち抜き加工により形成することができる。取付部材４の材
料は、鋼板だけに限られず、アルミニウム、銅やステンレスなどの金属材料により形成さ
れてもよい。光源ユニット１０では、金属材料より形成された取付部材４に実装基板１ｂ
を当接させて支持させることで、取付部材４を放熱板として利用することができる。取付
部材４は、樹脂に比べて熱伝導性の高い鋼板により形成されている場合、発光素子１ａで
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発生した熱を、外部に効率よく放熱させることが可能となる。取付部材４は、鋼板の打ち
抜き加工及び曲げ加工を施すことで形成される。
【００３３】
　光源ユニット１０は、側壁部４ｂの厚み方向から見た側面視において、開口部４ｂａと
無線通信部２とが重複するように配置されている。取付部材４は、側壁部４ｂの厚み方向
に貫通する開口部４ｂａにアンテナ部２ａが向くように無線通信部２が配置されることが
好ましい。取付部材４は、無線通信部２の収容ケース２ｄを、取付部材４の貫通孔を挿入
する螺子７ｅで螺子止めできるように構成されている。取付部材４は、たとえば、アンテ
ナ部２ａが形成された回路基板２ｃの一面を取付部４ａにおける第２面４ａｂと平行にし
たうえ、回路基板２ｃにおけるアンテナ部２ａが開口部４ｂａに向かうように配置される
ことで、アンテナの受信感度を高めることができる。無線通信部２は、開口部４ｂａによ
り、無線通信の通信状態を、より安定化させることができる。取付部材４は、カバー部材
５を取り付けることができるように構成されている。
【００３４】
　カバー部材５は、図１、図３、図４及び図５に示すように、光源部１を覆うように、取
付部材４に取り付けられる。カバー部材５は、長尺に構成されている。カバー部材５は、
発光素子１ａが実装された実装基板１ｂを覆うことで、取付部材４との間に空間１０ａａ
ができるように構成されている。カバー部材５は、カバー本体５ａと、カバーエンド５ｂ
と、を備えている。
【００３５】
　カバー本体５ａは、半円筒状の光出射部５ｃと、一対の突壁部５ｄと、を備えている。
突壁部５ｄは、光出射部５ｃの長手方向に沿って設けられている。一対の突壁部５ｄは、
光出射部５ｃの両端部より互いに平行に突出するように形成されている。一対の突壁部５
ｄの先端それぞれには、互いに近づく向きに突出する突起部５ｅが設けられている。
【００３６】
　突起部５ｅは、取付部材４の突出部４ｅに引っ掛けることができるように構成されてい
る。突壁部５ｄには、突起部５ｅと光出射部５ｃとの間に、内突部５ｆを備えている。一
対の内突部５ｆは、対向する突壁部５ｄに向かうように内側に突出している。光出射部５
ｃの長手方向における両端部には、延出部５ｈが設けられている。延出部５ｈは、光出射
部５ｃと連なるように、突壁部５ｄの外側まで延出している。カバー本体５ａは、光出射
部５ｃと突壁部５ｄと突起部５ｅと延出部５ｈと内突部５ｆが一体的に形成されている。
【００３７】
　カバーエンド５ｂは、取付部材４及びカバー本体５ａにおける長手方向の端部に設けら
れる。カバーエンド５ｂは、半円板状の外形形状に形成される。カバーエンド５ｂは、カ
バー本体５ａの内突部５ｆを挟み持つ挟持部５ｇを備えている。カバーエンド５ｂは、カ
バー本体５ａの端部において、挟持部５ｇが内突部５ｆを挟み持つことで、カバー本体５
ａに取り付けられる。
【００３８】
　カバー部材５は、発光素子１ａから放射された光を効率よく透過できる構成が好ましい
。カバー部材５は、無線通信を行う電波に対し、電波の透過性の高い材料を用いることが
好ましい。カバー部材５は、たとえば、ポリカーボネート樹脂やアクリル樹脂などの樹脂
材料を用いて形成することができる。カバー部材５は、たとえば、射出成形により形成す
ることができる。カバー部材５は、透光性の樹脂材料に光拡散材が含有されていてもよい
。
【００３９】
　カバー本体５ａとカバーエンド５ｂとは、同じ材料で形成されてもよいし、異なる材料
で形成されてもよい。カバー本体５ａとカバーエンド５ｂとは、同じ厚みで形成されても
よいし、カバー本体５ａに対して、カバーエンド５ｂの厚みを異なるように形成されてい
てもよい。
【００４０】
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　以下では、本実施形態の光源ユニット１０における無線通信部２と電源部３との回路構
成を図６に基づいて説明する。
【００４１】
　最初に、電源部３の回路構成について説明する。電源部３は、入力コネクタ３ｄと、フ
ィルタ回路３ｅと、整流器３ｆと、昇圧回路３ｇと、降圧回路３ｈと、出力コネクタ３ｉ
と、を備えている。電源部３は、主制御回路３ｊと、制御電源回路３ｋと、調光制御回路
３ｍと、消灯制御回路３ｎと、制御用コネクタ３ｐと、を備えている。
【００４２】
　入力コネクタ３ｄは、商用交流電源などの外部電源４０と電気的に接続される。フィル
タ回路３ｅは、コモンモードチョークコイル３ｅ１と、アクロス・ザ・ラインコンデンサ
３ｅ２と、で構成されている。整流器３ｆは、ダイオードブリッジで構成されている。整
流器３ｆは、フィルタ回路３ｅ及び入力コネクタ３ｄを介して、外部電源４０と交流入力
端子が電気的に接続されている。整流器３ｆは、外部電源４０から供給される交流電圧・
交流電流を全波整流して直流出力端子から出力することができるように構成されている。
【００４３】
　昇圧回路３ｇは、チョークコイルＬ１と、第１のスイッチ素子Ｑ１と、第１の整流素子
Ｄ１と、第１の平滑コンデンサＣ１と、を備えている。昇圧回路３ｇは、チョークコイル
Ｌ１と第１のスイッチ素子Ｑ１と第１の整流素子Ｄ１と第１の平滑コンデンサＣ１とで、
昇圧チョッパ回路を構成している。昇圧回路３ｇは、整流器３ｆから出力される脈流電圧
を昇圧させる。
【００４４】
　降圧回路３ｈは、第２のスイッチ素子Ｑ２と、インダクタＬ２と、第２の整流素子Ｄ２
と、第１抵抗Ｒ１と、第２の平滑コンデンサＣ２と、を備えている。降圧回路３ｈは、第
２のスイッチ素子Ｑ２とインダクタＬ２と第２の整流素子Ｄ２と第１抵抗Ｒ１と第２の平
滑コンデンサＣ２とで、降圧チョッパ回路を構成している。降圧回路３ｈは、昇圧回路３
ｇから出力される直流電圧を降圧させる。出力コネクタ３ｉは、レセプタクルコネクタが
用いられている。出力コネクタ３ｉは、降圧回路３ｈの出力端子と電気的に接続されてい
る。
【００４５】
　主制御回路３ｊは、第１のスイッチ素子Ｑ１をスイッチングさせ、昇圧回路３ｇの出力
電圧を一定に維持することができるように構成されている。主制御回路３ｊは、第２のス
イッチ素子Ｑ２をスイッチングさせ、降圧回路３ｈの出力電流を所定の目標値に一致させ
るように構成されている。制御電源回路３ｋは、昇圧回路３ｇの出力電圧から主制御回路
３ｊの動作電力を生成するように構成されている。
【００４６】
　制御用コネクタ３ｐは、レセプタクルコネクタが用いられている。制御用コネクタ３ｐ
は、無線通信部２と電気的に接続される。電源部３では、無線通信部２から出力される制
御信号が、調光制御回路３ｍと消灯制御回路３ｎとに入力される。
【００４７】
　消灯制御回路３ｎは、制御信号に応じて、光源部１を消灯させるための消灯信号を生成
して、主制御回路３ｊに出力するように構成される。主制御回路３ｊは、消灯信号を受け
取ると、第２のスイッチ素子Ｑ２のスイッチングを中止して降圧回路３ｈを停止させ、光
源部１を消灯するように構成される。
【００４８】
　調光制御回路３ｍは、制御信号に応じて、光源部１の調光レベルを指示する調光信号を
生成して主制御回路３ｊに出力するように構成される。主制御回路３ｊは、調光制御回路
３ｍから受け取る調光信号に応じて、第２のスイッチ素子Ｑ２のオンデューティ比を調整
するように構成される。調光制御回路３ｍは、第１抵抗Ｒ１の両端電圧から降圧回路３ｈ
の出力電流を検出し、出力電流の平均値を調光レベルに対応した目標値に一致させるよう
に、調光信号を生成する。
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【００４９】
　次に、無線通信部２では、通信回路部２ｂは、無線通信回路２ｈと、無線制御回路２ｊ
と、フォトカプラ２ｍと、信号出力部２ｎと、第２抵抗Ｒ２と、第３抵抗Ｒ３と、を備え
ている。無線通信回路２ｈは、アンテナ部２ａで受信した電波を媒体とする無線信号から
制御指令を取得する。無線信号は、照明器具３０の外部に設けられた通信装置から送信さ
れる。電波を媒体とする無線信号には、光源部１の点灯、消灯や調光レベルを制御する制
御指令が含まれる。無線通信回路２ｈは、無線信号から取得した制御指令を無線制御回路
２ｊに出力する。無線通信回路２ｈは、アンテナ部２ａで受信する無線信号から制御指令
だけでなく、送信元の通信装置の識別情報を取得して無線制御回路２ｊに出力する。
【００５０】
　無線制御回路２ｊは、無線通信回路２ｈから取得した制御指令に対応する制御信号を出
力できるように構成されている。無線制御回路２ｊは、無線通信回路２ｈから受け取った
制御指令を伝送するための制御信号を生成する。無線制御回路２ｊは、たとえば、生成さ
れる制御信号がパルス幅変調信号の場合、制御指令の調光レベルが低くなるにつれてデュ
ーティ比を減少させるように構成されている。無線制御回路２ｊは、マイクロコンピュー
タなどを利用して構成することができる。マイクロコンピュータには、メモリ２ｊａが内
蔵されている。
【００５１】
　無線制御回路２ｊは、無線通信回路２ｈから受け取った識別情報が、予めメモリ２ｊａ
に記憶されている識別情報と一致すれば、制御信号を生成する。無線制御回路２ｊは、無
線通信回路２ｈから受け取った識別情報がメモリ２ｊａに記憶されている識別情報と一致
しなければ、無線通信回路２ｈから受け取った制御指令を破棄して制御信号を生成しない
。無線制御回路２ｊは、無線通信回路２ｈが複数の通信装置から無線信号を受信可能であ
っても、識別情報が予め登録されている特定の通信装置から送信される制御指令だけを受
け入れるように構成されている。
【００５２】
　無線制御回路２ｊは、制御信号が伝送される一対の信号線と電気的に接続される。無線
制御回路２ｊには、フォトカプラ２ｍの入力端子と、限流用の第２抵抗Ｒ２とが電気的に
直列接続される。
【００５３】
　信号出力部２ｎは、配線コード２ｇを介して、電源部３の制御用コネクタ３ｐと電気的
に接続される。配線コード２ｇは、第１電線２ｇ１と、第２電線２ｇ２と、第３電線２ｇ
３と、を備えている。第１電線２ｇ１は、フォトカプラ２ｍの負極側の出力端子と、電源
部３のグランドと、を電気的に接続する。第２電線２ｇ２は、第３抵抗Ｒ３の一端と、制
御電源回路３ｋの出力端子と、を電気的に接続する。第３電線２ｇ３は、第３抵抗Ｒ３の
他端とフォトカプラ２ｍの正極側の出力端子との接続点を、調光制御回路３ｍ及び消灯制
御回路３ｎと電気的に接続する。
【００５４】
　フォトカプラ２ｍにおけるフォトトランジスタと第３抵抗Ｒ３との直列回路には、配線
コード２ｇを介して、電源部３側から一定の制御電源電圧が常に印加される。フォトカプ
ラ２ｍは、無線制御回路２ｊからの入力電圧がハイレベルのときにローレベルとなり、入
力電圧がローレベルのときにハイレベルとなる制御信号を、調光制御回路３ｍ及び消灯制
御回路３ｎに出力できる。
【００５５】
　無線通信部２は、あらかじめ複数の光源ユニット１０がグループ化されている場合、グ
ループごとに制御させる無線信号が受信できるように構成されている。グループ化された
光源ユニット１０は、無線通信部２が受信した無線信号に基づいて、調光制御することが
できる。無線通信部２が受信する無線信号の周波数は、たとえば、ＵＨＦ帯を用いること
ができる。無線通信部２は、無線通信として、たとえば、９２０ＭＨｚ帯の特定小電力無
線通信システムを用いることが好ましい。
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【００５６】
　以下では、本実施形態の光源ユニット１０において、開口部４ｂａを側壁部４ｂに備え
ることで施工性が高くできることについて説明する。
【００５７】
　ところで、特許文献１の照明器具では、照明器具内の構造によっては、無線部のアンテ
ナと貫通孔とを対応して配置させることができない場合がある。そのため、本願と比較の
ための光源ユニットでは、光源部が配置されるカバー部材と取付部材との間の空間に無線
通信部を配置することが考えられる。
【００５８】
　本願と比較のための光源ユニットでは、カバー部材と取付部材との間の空間に無線通信
部を配置する場合、カバー部材を介して無線通信部が電波を受信することができる。本願
と比較のための光源ユニットでは、カバー部材と取付部材との間の空間に無線通信部を配
置する場合、光源部からの光が無線通信部で遮蔽されることを抑制するため、取付部材に
おける長手方向の端部に無線通信部を取り付ける必要がある。
【００５９】
　しかしながら、光源ユニットでは、取付部材における長手方向の端部に無線通信部を取
り付ける場合、複数の光源ユニットを長手方向に並べ、複数の光源ユニットに電源線を送
り渡す送り配線を行うできない場合がある。比較例の照明器具では、電源線の送り配線を
行うスペースを確保しようとする場合、照明器具の小型化が難しくなる傾向にある。
【００６０】
　光源ユニットは、光源部１で生じた熱を外部に効率よく放熱させるため、金属材料から
なる取付部材４に光源部１を取り付けている。光源ユニットは、見栄えを良くするために
、無線通信部２を単純に取付部材に配置させた場合、アンテナの受信感度などの通信性能
が低下する傾向にある。
【００６１】
　本実施形態の光源ユニット１０では、取付部材４が、一対の側壁部４ｂの少なくとも一
方に、電波を通す開口部４ｂａを有しているので、無線通信部２の取付部材４への取り付
け位置の自由度を高めることができる。光源ユニット１０では、無線通信部２の取付部材
４への取り付け位置の自由度を高めることができるので、複数の光源ユニットを長手方向
に並べ、複数の光源ユニットに電源線を送り渡す送り配線を行うことができ、施工性を高
めることができる。光源ユニット１０では、開口部４ｂａを備えることで、取付部材４の
長手方向の端部から離れた状態でも、通信性能の低下を抑制しつつ、送り配線を行うこと
が可能となる。
【００６２】
　本実施形態の光源ユニット１０は、取付部４ａの第２面４ａｂに無線通信部２が配置さ
れることで、第１面４ａａに設けられた光源部１から放射される光学特性へ影響を与える
ことが防止できる。
【００６３】
　本実施形態の光源ユニット１０では、無線通信部２は、取付部材４の長手方向において
、取付部材４の端部よりも電源部３の近傍に配置されている。開口部４ｂａは、取付部材
４の端部よりも電源部３の近くに設けられていることが好ましい。光源ユニット１０は、
取付部４ａの第２面４ａｂに無線通信部２が配置され、取付部材４の端部よりも電源部３
の近くに開口部４ｂａが設けられることで、無線通信部２と電源部３と配線距離を短くす
ることができる。光源ユニット１０は、無線通信部２と電源部３と配線距離を短くしつつ
、無線通信部２と電源部３との間を、外部電源４０からの電線が接続される配線スペース
及び電源部３と無線通信部２のコネクタ２ｇａとの接続スペースに利用し、施工性を高め
ることもできる。
【００６４】
　以下では、光源ユニット１０の組立工程について説明する。
【００６５】
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　光源ユニット１０の組立工程では、発光素子１ａを実装基板１ｂに実装してあらかじめ
光源部１を準備している。組立工程では、実装基板１ｂの孔部１ｂｃに挿入した取付部材
４の係止片４ｓを折り曲げ加工することで、光源部１が取付部材４の取付部４ａに取り付
けられる。組立工程では、実装基板１ｂが取り付けられた取付部４ａの第１面４ａａと反
対側の第２面４ａｂに、無線通信部２及び電源部３が取り付けられる。
【００６６】
　組立工程では、取付部材４の開口部４ｂａに向かうようにアンテナ部２ａを配置させた
状態で、取付部材４を介して螺子７ｅを収容ケース２ｄに螺子止めすることで、無線通信
部２が取付部材４に固定される。組立工程では、無線通信部２と所定の間隔を隔てて、電
源部３が取付螺子により取付部材４に固定される。無線通信部２は、回路基板２ｃと電気
的に接続され収容ケース２ｄから導出した配線コード２ｇを電源部３と電気的に接続させ
る。
【００６７】
　次に、組立工程では、実装基板１ｂを覆うように、カバー部材５を取付部材４に取り付
ける。組立工程では、カバー部材５の突起部５ｅが取付部材４の突出部４ｅに嵌め合わせ
られる。カバー部材５は、一対の突起部５ｅが、対応する突出部４ｅと各別に引っ掛けら
れることで、取付部材４に組み付けられる。組立工程では、カバー部材５の突起部５ｅを
取付部材４の突出部４ｅに嵌め合せて、側壁部４ｂの開口部４ｂａをカバー部材５の突壁
部５ｄで覆わせる。組立工程では、カバー部材５の突壁部５ｄと、取付部材４の側壁部４
ｂとを適宜に螺子止めすることで、カバー部材５と取付部材４を一体的に固定することが
できる。組立工程では、カバーエンド５ｂがカバー部材５及び取付部材４の長手方向の両
端部に取付けられることで、光源ユニット１０を組み立てることができる。
【００６８】
　以下では、本実施形態に係る照明器具３０について、図１、図４及び図５を参照しなが
ら簡単に説明する。
【００６９】
　照明器具３０は、たとえば、天井材に直付けされるように構成されている。器具本体３
１は、吊りボルトを用いて、天井材に取り付けられる構成としている。器具本体３１は、
長尺の外形形状をしている。器具本体３１は、扁平な箱状に形成されている。器具本体３
１は、金属板により形成されている。器具本体３１は、中央部に凹部３１ａａを有してい
る。凹部３１ａａは、器具本体３１の一面が矩形状に窪んだ外形形状をしている。凹部３
１ａａは、器具本体３１の長手方向の全長に亘って設けられている。器具本体３１は、光
源ユニット１０の一部を凹部３１ａａに収容して、光源ユニット１０を取り付けることが
できるように構成されている。
【００７０】
　器具本体３１の底面部３１ａには、挿入孔３１ｃａが設けられている。挿入孔３１ｃａ
は、外部電源４０と電気的に接続された給電用の電源線が挿入される。底面部３１ａは、
器具本体３１の長手方向に沿って、複数の挿入孔３１ｃａが設けられている。
【００７１】
　底面部３１ａには、吊りボルトを通すボルト挿入孔３１ｃｂが設けられている。ボルト
挿入孔３１ｃｂは、器具本体３１の長手方向に沿って、４つ設けられている。ボルト挿入
孔３１ｃｂは、吊りボルトが挿入できるように構成されている。ボルト挿入孔３１ｃｂに
挿入される吊りボルトには、ナットが締め付けられる。
【００７２】
　器具本体３１は、短手方向において、凹部３１ａａの両側に凹部３１ａａの開口端縁か
ら延出する傾斜部３１ｂを有している。傾斜部３１ｂは、凹部３１ａａから離れるにつれ
、器具本体３１の厚みが薄くなるように傾斜している。器具本体３１は、板金を折り曲げ
加工することで形成することができる。器具本体３１は、エンドキャップ３１ｅを備えて
いる。エンドキャップ３１ｅは、器具本体３１の長手方向の両端部に設けられている。エ
ンドキャップ３１ｅは、正面視において、台形形状としている。
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【００７３】
　器具本体３１の材料としては、鋼板を採用することができる。器具本体３１の材料は、
鋼板だけに限られず、たとえば、アルミニウム、ステンレスや銅合金などを採用してもよ
い。照明器具３０は、器具本体３１を金属製とすることで、樹脂製の場合に比べて、光源
ユニット１０の発光素子１ａで発生した熱を、器具本体３１を通して効率よく外部に放熱
させることが可能となる。
【００７４】
　照明器具３０は、光源ユニット１０が器具本体３１に取り付けられた状態で、光源ユニ
ット１０の側壁部４ｂと器具本体３１の凹部３１ａａとの間に、カバー部材５の突壁部５
ｄが配置されている。延出部５ｈは、光源ユニット１０が器具本体３１に取り付けられた
状態で、器具本体３１の凹部３１ａａの開口端縁と重なるように設けられている。照明器
具３０では、光源ユニット１０の延出部５ｈを透過した電波が、側壁部４ｂと器具本体３
１の凹部３１ａａとの間から、光源ユニット１０の側壁部４ｂに設けられた開口部４ｂａ
を通って無線通信部２で受信させることができる。図１では、延出部５ｈを透過した電波
を白抜きの矢印で例示している。
【００７５】
　照明器具３０は、光源ユニット１０の側壁部４ｂと器具本体３１の凹部３１ａａとの間
に、カバー部材５の突壁部５ｄが配置され、開口部４ｂａと器具本体３１との距離を所定
距離の範囲内とすることができる。
【００７６】
　照明器具３０は、光源ユニット１０の開口部４ｂａが側壁部４ｂにあっても、延出部５
ｈを透過した電波を、側壁部４ｂと器具本体３１の凹部３１ａａとの間から無線通信部２
で受信させることができるので、器具本体３１内部への異物の進入を抑制できる。照明器
具３０は、器具本体３１の凹部３１ａａに無線通信部２が収納され、光源ユニット１０の
開口部４ｂａが側壁部４ｂにあるので、無線通信の通信性能をより高くすることが可能と
なる。
【００７７】
　言い換えれば、本実施形態の光源ユニット１０では、カバー部材５は、合成樹脂の成形
体で構成されており、かつ開口部４ｂａを覆うように構成されていることが好ましい。
【００７８】
　本実施形態の光源ユニット１０は、カバー部材５が合成樹脂の成形体で構成されており
、かつ開口部４ｂａを覆うように構成されていることで、開口部４ｂａからの異物の進入
を抑制することができる。
【００７９】
　照明器具３０は、器具本体３１の凹部３１ａａに無線通信部２が収納され、電波を通す
開口部４ｂａが光源ユニット１０の側壁部４ｂにあるので、光源部１から放射される光の
光学特性への影響を抑制することができる。照明器具３０は、器具本体３１の凹部３１ａ
ａに無線通信部２が収納され、電波を通す開口部４ｂａが光源ユニット１０の側壁部４ｂ
にあるので、カバー部材５を介して、無線通信部２が外部から視認されて見栄えが悪くな
ることも防止できる。
【００８０】
　照明器具３０は、天井直付け型の構造だけに限られない。照明器具３０は、器具本体３
１が光源ユニット１０を保持できる限り、適宜に他の構造の照明器具に利用することもで
きる。
【００８１】
　すなわち、照明器具３０は、光源ユニット１０と、器具本体３１と、を備えている。器
具本体３１は、光源ユニット１０を保持する。器具本体３１は、金属材料により形成され
ている。器具本体３１は、凹部３１ａａを有している。凹部３１ａａは、無線通信部２と
電源部３とを収納する。取付部材４は、開口部４ｂａを有する側壁部４ｂが、凹部３１ａ
ａの内部に配置されていることが好ましい。
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【００８２】
　照明器具３０は、器具本体３１が金属材料により形成され、開口部４ｂａを有する側壁
部４ｂが、凹部３１ａａの内部に配置されているので、無線通信部２のアンテナ部２ａを
外部に露出させることなく、無線通信を行うことができる。
【００８３】
　照明器具３０は、無線通信部２のアンテナ部２ａを外部に露出させることなく、無線通
信を行うことができるので、メンテナンスや設置時にアンテナ部２ａを損傷することを防
止し、異物の進入を抑制することができる。
【符号の説明】
【００８４】
　１　光源部
　２　無線通信部
　３　電源部
　４　取付部材
　４ａ　取付部
　４ａａ　第１面
　４ａｂ　第２面
　４ｂ　側壁部
　４ｂａ　開口部
　５　カバー部材
　１０　光源ユニット
　３０　照明器具
　３１　器具本体
　３１ａａ　凹部

【図１】 【図２】
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